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京セラアメーバ経営の展開
─JALの再生を中心として─
水 野 一 郎
Ⅰ　はじめに
　これまで筆者は，京セラアメーバ経営を付加価値管理会計の具体的な展開事例として把握し，
その意義と特徴を整理し（水野，1999，2008），さらに中国の総合家電メーカーとして発展し
てきたハイアールの経営と比較することによって，付加価値管理会計の普遍性を探求してきた
（水野，2011）。また同時に筆者は，1980年代に松下電器産業（現パナソニック）の最初の合弁企
業として設立され，日中合弁事業のモデル企業として高い評価が国内外で与えられてきた北京・
松下彩色顕像管有限公司（Beijing・Matsushita Color CRT Co. Ltd. 以下BMCCと略す）を事
例として取り上げ，典型的な日本的経営として理解されている松下の経営理念や経営管理シス
テムがどのように具体化され，現地化され，定着されてきたかを考察してきた（水野，2009）。
　この日本的経営の核心は伊丹敬之教授が主張されている「人本主義企業システム」に求める
ことができる。すなわち伊丹教授は「この四半世紀近く，人本主義こそ日本企業の経営の本質」
（伊丹，2009，p.５）と主張し続けて来られており，とりわけ「戦後の日本経済の類まれな成
功の基本的理由の一つ」が「人本主義企業システム」であり，「この企業システムは，たんに『戦
後という時代』に『日本という国』で機能したばかりでなく，時間と国境を越えられる普遍性
があるのではないか」という伊丹教授の「メッセージ」（伊丹，2002, p.42）には感銘を受け，
かねてより同感しているところである１）。そしてこの「人本主義企業システム」の会計的表現
１）こうした日本的経営は中国において定着する可能性はあるのだろうか。BMCCの事例を考察した結果を
みれば，それはあると考えられるであろう。とくに注目したいことは，胡錦涛政権がここ数年来，「和諧社
会（調和化された社会）」の確立を政治目標に掲げて活動し始め，2006年10月の中国共産党第16期中央委員
会第６次全体会議（六中全会）では「社会主義和諧社会の確立に関する若干の重大な問題の決定」が決議
され，さらに2007年10月に開催された中国共産党第17回全国代表大会の政治報告に「和諧社会」と共に「科
学発展観（科学的発展観）」が取り入れられたことである。この「科学発展観」とは，「その第一義とする
ところは発展，核心は人間本位，基本的要請は全面的で，バランスのとれた，持続可能なこと，根本的な
方法は全局的立場に立った各方面への適切な配慮」とされている。
　　このような「和諧社会」や「科学発展観」の立場からすると「ヒトを重視する」日本的経営は，中国に
おいて導入され，定着する可能性は大きいように思われるのである（水野, 2009, p.81）。
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が付加価値管理会計にほかならないのである（水野，2008）２）。
　すなわち筆者は，アメーバ経営と呼ばれる京セラの経営管理システムは，創業者の稲盛和夫
名誉会長が育み，鍛え上げてきたものであると同時に，パナソニックやトヨタに代表される日
本的経営を継承するものであると位置づけ，その中核をなす管理会計システムは事実上，高付
加価値経営，生産性向上を志向する付加価値管理会計として実践されていると理解しているの
である。
　さてこうした京セラアメーバ経営は，稲盛名誉会長によれば2006年の時点で「すでに300社
を超える企業が，京セラの関連会社のコンサルティングを受けながらアメーバ経営を導入し，
業績を飛躍的に伸ばしている」（稲盛，2006，p.６）とのことであるが，本稿で取り上げる日
本航空株式会社（以下JALとする）のような大規模かつ製造業ではない企業へのアメーバ経営
の導入はきわめて異例のことであっただろう。
　周知のようにJALは，2010年１月に経営破綻し，「プレパッケージ型（事前調整型）法的整理」
の準備の下，企業再生支援機構と政策投資銀行による9000億円の資金供給枠を確保して，会社
更生法を申請した（負債総額２兆3200億円）。そして同年２月に稲盛和夫京セラ名誉会長が
JALの会長に就任し，その補佐役として京セラアメーバ経営の推進者である森田直行KCCS会
長がJALの経営再建にあたることになった。その後政府の全面的な公的支援と大規模なリスト
ラによって2011年３月に更生手続きが終了した。さらにアメーバ経営の導入の効果も重なって，
2012年３月期決算では過去最高の2049億円の営業利益を達成し，2012年９月19日に東京証券取
引所への再上場が認められ，公開予定１株3790円が初値3810円となり，大きな期待感をもって
証券市場から迎えられたのである。
　本稿の目的は，JALの再生を京セラアメーバ経営の航空事業における導入と展開の一つの事
例として考察し，その成果と課題を明らかにすることである。そのため本稿ではJALの考察に
先立ってまず第１に京セラアメーバ経営の意義と特徴を整理した上で，第２にJALの破綻とそ
の再生の経緯を簡潔に振り返りながら，JALが急速に業績を改善してきた要因を解明し，第３
にそこにおいて京セラアメーバ経営が果たしてきた役割を探求する。そして最後に京セラアメ
ーバ経営の展開事例としてJAL再生の成果と課題を展望してみたい。なお筆者はJALへのイン
タビュー調査や参与観察，内部資料の閲覧の機会を得ておらず，本稿はあくまでも公開された
２）伊丹教授もEVAとの関わりで「経常付加価値こそ企業の生み出すもの」（伊丹，2009，p.148）として付
加価値概念の重要性を指摘されている。この「経常付加価値」は「企業が経常的に生み出している価値，
という意味」とされ，「経常付加価値＝EVA＋人件費＋自己資本コスト」の計算式を示されている。そし
て「この経常付加価値を生み出すために企業の内部者はヒトとカネを投入している，と企業活動を概念化
することができる。---中略---　つまり，企業という経済組織体を，そうした内部投入を使って『経常付加価
値』という価値を生み出している存在と考えれば，その結果生み出されている経常付加価値という指標は，
企業への内部投入としての従業員と株主の間で分配すべき経済的な原資の大きさを示しているのである」
（伊丹，2009，pp.149-150）と述べ，事実上，付加価値管理会計に繋がる説明をされているのである。
京セラアメーバ経営の展開（水野） 131
著書や資料に基づいたものである。本研究はこうした点で限界を持っている。ただJALの破綻
と再生はきわめて社会的関心が強く，テレビ番組を含む多くのメディアで紹介されており，と
りわけ『日経ビジネス on line』や『週間ダイヤモンドonline』の特集では，JALの稲盛和夫名
誉会長，大西賢会長，植木義晴社長，副社長だった森田直行KCCS会長をはじめ，執行役員か
ら各職種ごとの社員のインタビュー記事が詳しく配信されており，本稿の課題もこうした公開
情報によってある程度まで果たされるものと確信している。
Ⅱ　京セラアメーバ経営の意義と特徴
　京セラアメーバ経営の経営管理システムは，稲盛和夫名誉会長の著書や京セラのホームペー
ジの資料を参考にして筆者なりに整理すれば，次の図表１のような構造になっている。
京セラアメーバ経営管理システムの構造
社是　経営理念  経営思想
経営哲学（京セラフィロソフィー）
経営12ヶ条
小集団部門別
採算制度
京セラ会計学
（会計７原則）
京セラの管理会計システム
（付加価値管理会計）
図表１
　京セラアメーバ経営は，何よりもまず経営哲学をベースにしているのである。稲盛氏は次の
ように語っている。
　「アメーバ経営は，世間でもてはやされているような経営ノウハウではない。ただの経営ノ
ウハウであれば方法や手順さえ学べばよいが，アメーバ経営はやり方だけを真似してみても，
うまく機能しない。その理由は，アメーバ経営は，経営哲学をベースにした，会社運営にかか
わるあらゆる制度と深く関連するトータルな経営管理システムだからである。アメーバ経営は，
経営のすべての分野に密接にかかわっており，その全体像を明らかにすることは容易ではない。
したがって，アメーバ経営を学ぶにあたっては，アメーバ経営の目指すところをよく理解して
おくことが肝要である」（稲盛，2006，p.31）。
　またフィロソフィの重要性についても次のように述べている。
　「フィロソフィとは，私が常日頃から説いている『人間として何が正しいのか』ということ
を判断基準とした経営哲学である。この普遍的な経営哲学を会社経営のバックボーンに据える
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ことで，アメーバはエゴとエゴのぶつけ合いを排し，個の利益と全体の利益を調和させようと
努力するようになる。アメーバ経営とは，フィロソフィをベースに部門間の利害対立を正しく
解決することによって，個と全体の利益を同時に追求しようとするものである。つまり，アメ
ーバ経営は，フィロソフィをベースとしてはじめて，利害の対立を克服し，正常に機能するこ
とが可能となる」（稲盛，2006，ｐ.79）。
　そして稲盛氏が尊敬する西郷隆盛が晩年よく揮毫したと伝えられている「敬天愛人」（林，
2010，pp.50-58）を京セラの社是として，同時にそれを理解するために「常に公明正大，謙虚
な心で仕事にあたり，天を敬い，人を愛し，仕事を愛し，会社を愛し，国を愛する心」を付け
加えている。また経営理念として「全従業員の物心両面の幸福を追求すると同時に，人類，社
会の進歩発展に貢献すること」，経営思想として「社会との共生。世界との共生。自然との共生。」
（“Living Together.”）を掲げている。また稲盛氏はフィロソフィとして「心をベースに経営
する」ことを強調し，労使対立を氷解させる「大家族主義」すなわち「もし，会社が，ひとつ
の大家族であるかのような運命共同体となり，経営者と従業員が家族のごとくお互いに理解し，
励まし合い，助け合うならば，労使一体となり会社経営ができるはずである」（稲盛，2006， 
ｐ.53）との考え方も重要なフィロソフィとして捉えている。
　こうした経営哲学をベースにして稲盛氏はその経営実践から得られた経営の重要な要諦を経
営12ヶ条としてまとめている３）。さらに稲盛氏は，京セラの管理会計システムを支える重要な
柱として実際の経営実践から得られた経営のための会計学７原則を京セラ会計学としてまとめ
られた４）。これはベストセラーになった『稲盛和夫の実学』で詳しく説明されているものであ
る。
３）稲盛経営12ヵ条とは以下の通りである。
１．事業の目的，意義を明確にする。　公明正大で大義名分のある高い目的を立てる。
２．具体的な目標を立てる。　立てた目標は常に社員と共有する。
３．強烈な願望を心に抱く。　潜在意識に透徹するほどの強く持続した願望を持つこと。
４．誰にも負けない努力をする。　地味な仕事を一歩一歩堅実に，弛まぬ努力を続ける。
５．売上を最大限に伸ばし，経費を最小限に抑える。　入るを量って，出ずるを制する。利益を追うので
はない。利益は後からついてくる。
６．値決めは経営。　値決めはトップの仕事。お客様も喜び，自分も儲かるポイントは一点である。
７．経営は強い意志で決まる。　経営には岩をもうがつ強い意志が必要。
８．燃える闘魂。 経営にはいかなる格闘技にもまさる激しい闘争心が必要。
９．勇気をもって事に当たる。　卑怯な振る舞いがあってはならない。
10．常に創造的な仕事をする。　今日よりは明日，明日よりは明後日と，常に改良改善を絶え間なく続け
る。創意工夫を重ねる。
11．思いやりの心で誠実に。 商いには相手がある。相手を含めて，ハッピーであること。皆が喜ぶこと。
12．常に明るく前向きに，夢と希望を抱いて素直な心で
４）会計学７原則とは以下の通りである。
１．キャッシュベース経営の原則（お金の動きに焦点をあてたシンプルな経営） : 会計はキャッシュベー
スで経営をするためのものでなければならないというのが，京セラ会計学の第一の基本原則である。↗
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　また京セラの管理会計システムを支えるもう一つの重要な柱がアメーバ経営の中の小集団部
門別採算制度である。ここでは部門別採算制度の前提であるアメーバ経営についての稲盛氏の
説明をまず聞いておこう。
　稲盛氏はアメーバ経営には次の３つの目的があると述べている。
①市場に直結した部門別採算制度の確立 
　「私は組織を細分化し，それぞれを独立したひとつの採算単位である『アメーバ』とした。
各アメーバには責任者であるリーダーを置き，その経営を任せている。上司の承認は必要だが，
アメーバリーダーには，経営計画，実績管理，労務管理，資材発注まで各アメーバの経営全般
が任されている」（稲盛，2006，p. 41）
② 経営者意識を持つ人材の育成
　「必要に応じて組織を小さなユニットに分割し，中小企業の連合体として会社を再構成する。
そのユニットの経営をアメーバリーダーに任せることによって，経営者意識を持った人材を育
成してしいく。これが，アメーバ経営をおこなう二番目の目的である。」（稲盛，2006，p.48）
③全員参加経営の実現
　「アメーバ経営では，会社を小集団に分け，リーダーが中心となりメンバー全員が経営に参
加する。その際，アメーバや会社の経営状況に関する主要な情報は，朝礼などを通して全従業
員にすべて開示されている。このように，会社の情報をできるだけ開示することで全従業員が
自主的に経営に参加する土壌ができあがり，全員参加経営が可能となる。」（稲盛，2006，
p.57）。このようにアメーバ経営では，労使の対立を氷解させ，情報共有を基礎として，活発
なコミュニケーションをおこない，全員参加経営を可能にさせているのである。このような組
織運営は最近，『日経ビジネス』誌の特集「奇跡を起こす すごい組織100」にも取り上げられ
　↘２ ．一対一対応の原則 （モノとお金の動きと伝票との対応）：これは会計処理の方法として厳しく守られ
なければならないだけではなく，企業とその中で働く人間の行動を律し，不正のない経営を実現する
ために重要な役割を担うものである。
３．筋肉質経営の原則（利益を生まない余分な在庫や設備を一切持たない）：企業を人間の体に例えるな
ら，体の隅々にまで血が通い，つねに活性化されている引き締まった肉体を持つものにしなければな
らない。つまり，経営者はぜい肉のまったくない筋肉質の企業をめざすべきである。
４．完璧主義の原則 （製造・営業の目標の完璧な遂行）：完璧主義とは，曖昧さや妥協を許すことなく，
あらゆる仕事を細部にわたって完璧に仕上げることをめざすものであり，経営においてとるべき基本
的な態度である。
５．ダブルチェックの原則（内部統制の要） ： 「ダブルチェック」とは，経理のみならず，あらゆる分野で，
人と組織の健全性を守る「保護メカニズム」である。
６．採算向上の原則 （売上最大・経費最小）：採算を向上させていくためには，売上を増やしていくこと
はもちろんであるが，それと同時に製品やサービスの付加価値を高めていかなければならない。付加
価値を向上させるということは，市場において価値の高いものをより少ない資源でつくり出すという
ことである。
７．ガラス張り経営の原則 ：全社員に京セラの経営状況を公開する。
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ている５）。
　またアメーバ組織の成立条件として，稲盛氏は次の３点をあげている（稲盛2006，pp.61-
66）。
①アメーバが独立採算組織として成り立つために，「明確な収入が存在し，かつ，その収入を
得るために要した費用を算出できること」
②「最小単位の組織であるアメーバが，ビジネスとして完結する単位となること」
③「会社全体の目的，方針を遂行できるように分割すること」 
　こうしたアメーバの独立採算制度として注目されているのが京セラで時間当たり採算制度と
呼ばれているものであり，事実上付加価値会計となっているものである。この計算式を示して
おけば次のようになっている（稲盛，2006，pp.140-154）。
（アメーバの業績評価。製造部門の時間当たり採算計算） 
総出荷（社外出荷＋社内売） － 社内買＝総生産
総生産（売上高） － 経費（社外からの購入費＋人件費以外の販売費・一般管理費＋その他経費）
＝差引売上（付加価値）
差引売上　÷　アメーバ構成員の総労働時間＝時間当り差引売上（時間当たり付加価値）
　上式の差引売上はアメーバがつくり出した付加価値であり，京セラの付加価値概念である。
このような計算が各アメーバで毎日行われ，それによって業績管理に役立てられている。また
この計算は過程がシンプルなので従業員にも理解しやすい成果計算となっている。とくに「時
間あたり付加価値」に注目することが重要である。従業員が「時間の重要性」を認識し，「職
場に緊張感やスピード感を生み出し，従業員が自ら生産性を向上させる職場風土をつくりあげ
ている」（稲盛，2006，p.209）のであり，「現場の指標に『時間』という概念を持ち込むこと
によって，従業員ひとりひとりに時間の大切さを自覚させ，仕事の生産性を向上させている。
このことが，自部門の採算を向上させるだけにとどまらず，会社全体の生産性を高め，市場競
争力を強化しているのである」 （稲盛，2006，pp.151-152）。また稲盛氏が「未来にわたって従
業員の雇用を守っていくという観点から考えると，『時間当り』を高めるだけではなく，『差引
売上比率』（付加価値率のこと：筆者注）も高めていかなければならないことを，リーダーは
肝に銘じておく必要がある」（稲盛，2006，p.233頁）と述べていることも高付加価値経営を志
向している点で重要である。このように京セラアメーバの時間当たり採算制度は事実上，付加
価値管理会計となっているのである６）。
５）京セラの鹿児島川内工場が「スマホ部品でシェア７割，進化するアメーバ」として紹介されている。『日
経ビジネス』（2012年10月22日，pp.72-73）。
６）京セラアメーバ経営が高付加価値経営，付加価値管理会計として理解されるのは以下の理由による。①
京セラアメーバ経営では，経営理念として従業員重視，「大家族主義」のように労使が一体となりうる経営
共同体理念を有しており，背景に人本主義経営があること。 ②人件費を単なる費用として処理するので↗
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Ⅲ　JALの経営破綻から再生への経緯
　JALの経営破綻から再生までを年表風にざっと簡潔にまとめてみると次のようになる。
　1951年８月　日本航空株式会社（旧会社）設立。
　1961年10月　証券取引所（東京，大阪，名古屋）第２部に上場。
　1970年２月　証券取引所（東京，大阪，名古屋）第１部に変更。
　1985年８月　日航機墜落事故　520名死亡　４名生存。
　1985年12月，伊藤淳二（カネボウ会長）が日航副会長に就任（のち会長）し，経営改革
に着手，非主流派労組優遇，のち挫折。 
　1987年11月　完全民営化 
　バブル経済（1986～1991）で矛盾が隠蔽，労使関係の複雑化（６つの労組）， 
不採算路線の維持，高コスト体制が続く。
　2002年９月　JAS（日本エアシステム）と合併。
　2004年４月　日本アジア航空株式会社を完全子会社化。
　2005年　運行トラブル続出（69件）などで国土交通省より業務改善命令。
　「粉飾すれすれの会計処理」簿外債務と機材関連報酬額の計上など（細野，2008参照）。
　2006年２月　クーデター騒ぎ（執行役員の４人が新町社長などへの退任要求，幹部社員
400人の署名。６月西松遙社長就任（電車通勤，年俸カット，個室廃止など）（町田，
2012参照）。
　2008年９月　リーマンショック以降，急速に経営悪化。
　2009年３月　営業損益508億，最終損益631億の赤字。
　2009年９月　民主党政権誕生，前原誠司国土交通大臣就任，10月「JAL再生タスクフォ
ース」の設置と失敗，企業再生支援機構の登場。大鹿靖明（2010）参照。
　2010年１月　「プレパッケージ型（事前調整型）法的整理」の準備，会社更生法申請（負
債総額２兆3200億円），公的支援策として企業再生支援機構と政策投資銀行による9000
億円の資金供給枠。上場廃止，100％減資。 
　2010年２月　稲盛和夫氏（京セラ名誉会長）が会長，補佐役として森田直行氏（KCCS
会長）が副社長に就任，社長には大西賢氏が就任。 
　一連のリストラ政策とアメーバ経営の導入。
　2010年12月　企業再生支援機構から3500億円の出資，金融機関による5215億円の債権放
↘はなく，分配の原資たる付加価値を算出し，業績評価の重要な指標として位置づけていること。③時間当
たり付加価値を算出し，労働生産性の向上をより意識的に目標としていること。④ 『差引売上比率』（付加
価値率）も重視し，高付加価値経営を志向していること。
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棄など。
　2011年３月　更生手続き終結。
　2012年２月　稲盛和夫氏は名誉会長，大西賢社長が会長に就任，森田直行氏が副社長退
任，植木義晴氏が社長就任。
　2012年５月　営業利益2049億円の過去最高決算発表。
　2012年９月　東証に再上場（公開予定１株3790円，初値3810円）。
　また上記のJALとJASの経営統合以降のJALの主な出来事と営業損益や自己資本比率を中心
とした財務業績とを結びつけたものが図表２である。
更正法適用で劇的回復
JALの業績と主な出来事
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図表２
出所：『週間ダイヤモンドonline』2012年６月６日 http://diamond.jp/articles/-/19345
　この図表２によれば，2002年以降の経営の不安定さと2008年のリーマンショックを契機に一
気に経営が悪化し破綻していったことがよくわかる，と同時に2010年以降のV字回復も一見し
て理解しやすくなっている。
　またJALのホームページに2008年度（2009年３月期決算）と2012年度（2012年３月期決算）
の財務ハイライトを比較して掲載されているが（図表３参照），会社更生法適用前後でいかに
急速に財務内容が好転したかが示されている。売上高及び営業収入は7463億円減少しているに
もかかわらず，営業利益は508億円の赤字から2049億円の黒字に転換しているのである。すな
わち営業費用が１兆円強削減されているのである。いかに大規模なリストラが実施されてきた
かがよくわかるところである。これによって営業利益率は17％にまで上昇しており，世界の航
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空会社と比べても収益力は抜群に良くなっており，ANAをも引き離しているのである（図表
４参照）。
　さらに注目すべきは，貸借対照表関係であり，まず総資産が１兆7506億円から１兆876億円
にまで6630億円が圧縮されていることである。不動産やジャンボ機の売却，資産の再評価など
で一気にスリムになっているのである。しかも純資産は1967億円から4138億円まで2171億円増
加させ，有利子負債は8087億円から2084億円まで6003億円減少させているのである。まさに会
社更生法による法的整理の威力が示されたところである。
（単位：億円）
FY2008 FY2011
売上高及び営業収入 19,511 12,048
営業費用 20,020 9,998
営業利益（損失） △508 2,049
営業利益率 － 17.0%
当期純利益（純損失） △631 1,866
総資産 17,506 10,876
純資産 1,967 4,138
有利子負債 8,087 2,084
図表３　財務ハイライト　
出所：JALホームページ（http://www.jal.com/ja/investor/highlight/）
図表４
出所：『日本経済新聞』2012年５月15日朝刊
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Ⅳ　JAL再生の要因と京セラアメーバ経営
１．政府の支援と法的整理
　上記のように，JALが劇的な再生を遂げることができたのは，どのような要因によるものだ
ろうか。すでに多くの論者が指摘しているように，JAL再生の要因はまず第１に政府の支援と
法的整理（会社更生法）のもとで大規模なリストラが実施できたことである（図表５参照）
図表５
出所：『日本経済新聞』2012年２月16日朝刊
 
　ここでそれらを挙げてみると次のようになるだろう７）。
　公的支援策として企業再生支援機構と政策投資銀行による9000億円の資金供給枠を設
定し，会社更生法申請によるショックを緩和。
　企業再生支援機構からの 3500億円の出資。 
　金融機関による5215億円の債権放棄。 
　100％減資による株主への負担。 
　従業員の30%（１万６千人）の削減。 
　従業員給料削減（地上職20%，客室乗務員25%，パイロット30%），年金30%削減。 
　不採算路線からの撤退（国内線148路線から109路線，国際線56路線から47路線）。
　保有機体数258機より212機に減少させ，中小型機で燃費を改善させている。とくに2008
７）テレビ東京「カンブリア宮殿」（2012年６月28日放送）および『週刊ダイヤモンドonline』（http://
diamond.jp/articles/16209　2012年３月２日）も参照。
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年度に51機保有していたジャンボ機（ボーイング747）をすべて売却。
　このような公的支援と大幅なリストラによってJALの再建がなされてきたのであるが，この
ほかにJAL再建に重要な貢献をしたのが，次に検討する京セラアメーバ経営の導入なのである。
２．京セラアメーバ経営の導入 
　JALの再生のために導入された京セラアメーバ経営は，次の２つの点で画期的な効果を発揮
したとされている。
⑴経営理念の導入によるJAL社員の意識改革
　まず第１は，経営理念の導入によるJAL社員の意識改革である。2010年６月から大西社長を
含む役員全員と部長クラスの経営幹部約50人を対象にしたリーダー教育から意識改革が始めら
れた。意識改革・ヒトづくり推進部も設置され，その部長である野村直史氏によれば，リーダ
ー研修は延べ17日間にわたって実施されたようである８）。そしてリーダー研修を受けたメンバ
ーから約10人を選抜し，2010年８月から「JALフィロソフィ」づくりに着手し，12月に完成し
た。2011年１月にJALの経営理念とフィロソフィが「鶴丸」のロゴ復活とともに３点セットで
公表され，２月には「JALフィロソフィ」手帳が作成され，JALグループ全社員に配付された。
　JALグループの新しい経営理念としては次のようなものが掲げられた。
公明正大で、大儀名分ある高い目的を掲げ、
これを全社員で共有することで、目的に向かって全社員が
一体感をもって力を合わせていくことができると考えています。
JALグループは、全社員の物心両面の幸福を追求し、
一、お客さまに最高のサービスを提供します。
一、企業価値を高め、社会の進歩発展に貢献します。
JAL経営理念
　この経営理念は，「公明正大」，「全社員が一体感」，「全社員の物心両面の幸福」など一見し
てわかるように京セラの経営理念に大きく影響を受けたものとなっている。
８）『週刊ダイヤモンドon line』「倒産から２年，JAL再生奮闘記─意識改革は浸透したか─」第７回（http://
diamond.jp/articles/-/16623　2012年３月16日）参照。なお植木義晴社長によれば2010年６月には延べ18回
で２日に１回のペースでやっていたそうである（『日経ビジネスon line』http://business.nikkeibp.co.jp/
article/report/20121009/237854 2012年10月15日）。
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　さらにJALフィロソフィとして次のようなものが挙げられている。これもJALのホームペー
ジで掲載されている。
第１部：すばらしい人生を送るために
第１章　成功方程式（人生・仕事の方程式）
人生・仕事の結果＝考え方×熱意×能力
第２章　正しい考え方をもつ
人間として何が正しいかで判断する。常に謙虚に素直な心で。小善は大悪に似たり，大善
は非情に似たり。
ものごとをシンプルにとらえる。美しい心をもつ。常に明るく前向きに。土俵の真ん中で
相撲をとる。対極をあわせもつ。
第３章　熱意をもって地味な努力を続ける
真面目に一生懸命仕事に打ち込む。有意注意で仕事にあたる。パーフェクトを目指す。地
味な努力を積み重ねる。自ら燃える。
第４章　能力は必ず進歩する
能力は必ず進歩する
第２部：すばらしいJALとなるために
第１章　一人ひとりがJAL
一人ひとりがJAL。率先垂範する。尊い命をお預かりする仕事。お客さま視点を貫く。本
音でぶつかれ。渦の中心になれ。感謝の気持ちをもつ。
第２章　採算意識を高める
売上を最大に，経費を最小に。公明正大に利益を追求する。採算意識を高める。正しい数
字をもとに経営を行う。
第３章　心をひとつにする
最高のバトンタッチ。現場主義に徹する。ベクトルを合わせる。実力主義に徹する。
第４章　燃える集団になる
強い持続した願望をもつ。有言実行でことにあたる。成功するまであきらめない。真の勇
気をもつ。
第５章　常に創造する
昨日よりは今日，今日よりは明日。見えてくるまで考え抜く。果敢に挑戦する。楽観的に
構想し，悲観的に計画し，楽観的に実行する。スピード感をもって決断し行動する。高い
目標をもつ。
　このようにJALフィロソフィは１部４章２部５章の構成になっており，全体として40項目の
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目標が提示されている。これらには本稿のⅡで紹介した京セラの経営12ヶ条や稲盛氏の著書で
用いられている多くのキーワードが盛り込まれており，京セラアメーバ経営の影響が如実にあ
らわれている。京セラと同様，JALにおいてもこのフィロソフィをフライト前ブリーフィング
や朝礼などにおいて読み合わせをしているようである。『週間ダイヤモンドonline』で「倒産
から２年，JAL再生奮闘記─意識改革は浸透したか─」という特集においてJALの様々な部署
の社員のインタビュー記事が配信されているが，これはJAL再生への社員の新しい意気込みと
現状を伝えており，大変興味深いものとなっている９）。このインタビューの最後の野村直史意
識改革・人づくり推進部長はJALフィロソフィになじんでもらうために各部門のリーダー層に
「例えば朝礼のときに，１つずつでもいいのでみんなで読んで下さい。あるいは会議やグルー
プミーティングの始めに，５分でもいいからみんなで音読してください」という要請をおこな
っていたそうである。また社員のフィロソフィ教育を担当している川名由紀さんによれば，「通
常の社員は年に４回，フィロソフィ教育を受ける」ことになっているという10）。植木義晴JAL
社長は，「稲盛和夫名誉会長は，アメーバ経営と意識改革の二つをJALに持ち込むことで，当
社に最も欠けていたもの，すなわち“心”を入れてくれた。心とはつまり，採算意識であると
か，責任の所在であるとか，当事者意識のことだ」と「心」の重要性，意識改革の意義を語っ
ている11）。
⑵部門別採算制度の導入
　JALに導入された京セラアメーバ経営が果たした役割でもう一つ画期的な効果を発揮したの
は，京セラアメーバ経営の中核になる部門別採算計算制度の確立である。これは京セラの小集
団部門別採算制度を援用し，路線統括本部を設立し，各路線の収支計算を実施するようにした
ことである。とくに１便毎にも収支計算をする。また各部門を670に区分し（アメーバの一種）12），
京セラの「売上を最大に，経費を最小に」のスローガンでコストダウンを図ってきたことであ
る。
　このJALの部門別採算制度を担っている米澤章路線統括本部国際路線事業本部長は，部門別
９）この第１回は大西賢社長（2012年２月３日），第２回はCAの吉川陽子さんと秋澤まゆさん（２月10日），
第３回は猿楽浩治整備士（２月17日），第４回は執行役員で路線統括本部国内路線事業本部長の菊山英樹氏
と同じく執行役員で同本部国際路線事業本部長の米澤章氏（２月24日），第５回はパイロットの小川良機長
（３月２日），第６回は空港スタッフの小島えりさん（３月９日），第７回は意識改革・人づくり推進部部長
の野村直史氏（３月16日）である。
10）『日経ビジネスon line』（http://business.nikkeibp.co.jp/article/interview/20120705/234164  2012年７月
６日）参照。
11）『週刊ダイヤモンドon line』（http://diamond.jp/articles/19343　2012年６月７日）参照。
12）テレビ東京「カンブリア宮殿」2012年６月28日放送，参照。
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採算制度の仕組みを次のように説明している。「私どもの路線統括本部というのは，いわば製
造メーカーです。例えば臨時便を飛ばす際には，臨時便に必要な機材（航空機）を持っている
部門から機材，客室本部からは客室乗務員（CA），運航本部からは運航乗務員（パイロット），
整備本部からは整備士を買ってきます。そうやって臨時便を１つの製品として作り上げて，こ
れを営業本部に売ります。営業本部に臨時便が売れたら，売値と仕入れ値の差額が路線統括本
部の利益となります」13）。要するに，営業本部への売値が路線統括本部の収入となり，メーカ
ーで言えば原材料にあたる機材やパイロットに対する支払が支出となって，その差額が利益あ
るいは損失になるわけである。また菊山路線統括本部国内路線事業本部長によれば，マーケッ
ト価格が下がった場合には，他の本部に対して「マーケット価格がこれだけ下がっているのだ
から，値下げをしろ」というようなやり取りを社内でするそうである。そして運航本部や客室
本部が路線統括本部に売る値段が下がってしまった場合には効率化して費用を削減する方向に
進んでいき，例えば客室本部はロッカースペースを削減したり，コピー代や電気代を削ったり
することなどを工夫してコストダウンを図っているのである14）。また機内販売を伸ばすことに
よる部門の収入の向上を図ってもいるそうである。
　以上のような説明から明らかなように路線統括本部，客室本部，運航本部，整備本部などの
部門は部門別採算制度が実施され，またそのもとで独立採算制度が成り立つところはアメーバ
として機能していることが推察できるのである15）。部門別のサービスのやり取りをすでに売買
と捉えて活動していることも興味深いところである。
　こうした部門別採算制度が導入されることによって，現場の客室乗務員の中津留寿美子さん
は，『週刊ダイヤモンドon line』のインタビューに答えて次のように述べている。アメーバ経
営とフィロソフィは，現場社員の意識を変えていった。部門別採算制度が導入されてから，採
算意識を持つようになった。かつては会社の目指す方向性は漠然とわかっていたが，経営と自
分たちの仕事は別のものだった。しかし現在は，便ごとに何パーセントの搭乗率があれば黒字
になり，先月までの搭乗率は何パーセントだったといった情報が開示され，搭乗率を上げるに
はどうすればいいか，今回乗ってくれた客に次回も乗ってもらえるにはどうしたらいいかを考
えるようになったというのである。こうした部門別採算制度の導入を振りかえって，前副社長
の森田直行KCCS会長は，同じ記事の中で「JALでは，部門ごとの計画と業績の差を報告する
業績報告会が毎月行われている。そこでは，毎月平均で３～４％の経費が下がっていった。見
13）『週刊ダイヤモンドon line』第４回インタビュー（http://diamond.jp/articles　2012年２月24日）
14）テレビのJAL特集において整備部門ではポリ袋の原価（大小によって異なる）や軍手のクリーニング代
を作業場に明示したり，雑巾代わりに古いTシャツを集めていたり，客室乗務員が連絡事項をコピーする
ことなく各自ノートに筆記することなどの様子が放映されていたが，アメーバの「売上げ最大，経費最小」
のフィロソフィが浸透していることの現れであった。テレビ東京「カンブリア宮殿」2012年６月28日放送
15）「カンブリア宮殿」2012年６月28日放送では670の部門つまりアメーバが設定されたことが明らかにされ
ていた。
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事なものだった」と高く評価している16）。アメーバ経営の部門別採算制度の導入によるコスト
ダウンが着実に成功してきたのである。
　コストダウン以外にも部門別採算制度の導入による効果としては，実績集計のスピードアッ
プが評価されている。稲盛名誉会長や森田氏がJALに入り，問題視したのが経営スピードの遅
さであったようで，当時は月次の販売実績が２ヶ月後にしか出てこなかったのである。部門別
採算制度の導入にあたって，月次販売実績も一部概算での速報値を出すことによって，国内線
では終了月の翌日に，国際線でも３日後には速報での販売実績が報告され，タイムリーな情報
で経営意思決定ができるように改善されているようである（図表６参照）17）。このスピードな
いし時間の概念は，第２章で指摘してきたように京セラアメーバ経営の重要な特徴を示すもの
であり，高付加価値，生産性向上を志向する付加価値管理会計の基礎をなすものである。
部門別採算制度導入前後の仕事の流れ
実績集計がスピーディに
破綻前 1カ月目
速報実績
????
2カ月目 3カ月目
翌月の計画に反映
翌月以降の計画に
実績を反映できない３日後
部門別採算
制度導入後 1カ月目 2カ月目 3カ月目
図表６
出所：『週間ダイヤモンドonline』2012年６月６日 http://diamond.jp/articles/-/19345
Ⅴ　むすびに代えて
　さて本稿の目的は，現在いろいろな側面で注目されてきたJALの再生を京セラアメーバ経営
の航空事業における導入と展開という視点からアプローチし，アメーバ経営の一つの事例とし
て考察し，その成果と課題を明らかにすることであった。
　そのため本稿ではまず第１に京セラアメーバ経営の意義と特徴を整理してきた。京セラアメ
ーバ経営は，パナソニックやトヨタなどの日本的経営を継承したものであり，「人本主義企業」
に繋がっているものであり，労資共同，経営共同体理念に結びつく経営理念・フィロソフィを
基礎として京セラの経営と会計の原則が一体となった経営管理システムを構築しており，その
16）『週刊ダイヤモンドon line』（http://diamond.jp/articles/19345　2012年６月６日）参照。
17）『週刊ダイヤモンドon line』（http://diamond.jp/articles/19345　2012年６月６日）参照。
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時間当たり採算制度は事実上付加価値管理会計になっていることを指摘した。
　第２にJALの経営破綻については本稿で詳しく検討できなかったが，多くの論者が指摘して
いるように高コスト体質と労使関係の複雑さを含む放漫経営と政治的影響に翻弄された結果で
あった。さらに第３にJALの再生に関わって急速な業績改善が可能となった主要な要因は法的
整理のもとで公的な支援と大規模なリストラにあることをまず確認したうえで，京セラアメー
バ経営が①経営理念の確立と意識改革，および②部門別採算計算制度の確立という２つの柱を
通して果たしてきた重要な役割を明らかにしてきたのである。
　それでは最後に京セラアメーバ経営の展開事例としてJAL再生の成果と限界を整理し，今後
の課題を展望してみたい。
　京セラアメーバ経営の導入事例は稲盛氏によれば2006年時点でKCCSの指導を受けた企業は
300社にのぼっているようであるが，その多くは中小企業であり，JALのような大企業は数少
ないケースといえる18）。人員削減を実施したとはいえ，JALグループの従業員は３万２千人で
あり，売上高は１兆２千億の巨大企業である。しかも航空産業という特殊な事業形態でもある。
このような巨大企業にアメーバ経営という新しい経営理念と経営管理システムを導入するのは
アメーバ経営を熟知した百戦錬磨の稲盛氏や森田氏にとっても大変な仕事であったと推察され
る。
　結論からいえば，すでに述べてきたことではあるが，JALの再生にアメーバ経営は決定的な
役割を果たし，アメーバ経営の導入時期としては大きな成果を与えたと思われる。本稿の図表
１京セラアメーバ経営管理システムの構造を参照していただければ，このJALの場合，JALの
経営理念とフィロソフィはリーダー研修を終えた社員によって京セラの経営理念や経営12ヶ
条，稲盛氏の著書の影響を受けて創り上げられ，意識改革・人づくり推進部を中心にフィロソ
フィ教育がかなり浸透している。稲盛氏がテレビ番組（カンブリア宮殿）でお話されていたよ
うにJALが倒産した現実と多くのステークホルダーに負担と迷惑をかけた上で存続していると
いう社会的責任は多くの社員にカルチャーショックを与え，京セラアメーバ経営の経営理念と
フィロソフィを受け入れ易くなっているのかもしれない。経営にとってこの経営理念やフィロ
ソフィの確立は何よりも重要なことである。日本的経営を創り上げた代表的経営者である松下
幸之助氏も正しい経営理念の重要性について語っている19）。こうした経営理念とフィロソフィ
の教育と研修は継続していくことが何よりも大切であるが，2013年に稲盛氏がJALの経営から
18）京セラ以外のアメーバ経営導入事例の研究としては，三矢（2003，2010），谷・窪田（2010）が参考にな
る。
19）「私は60年にわたって事業経営に携わってきた。そしてその体験を通じて感じるのは経営理念というもの
の大切さである。いいかえれば“この会社はなんのために存在しているのか。この経営をどういう目的で，
またどのようなやり方で行っているのか”という点について，しっかりとした基本の考え方をもつという
ことである。  
　事業経営においては，たとえば技術力も大事，販売力も大事，資金力も大事，また人も大事といった↗
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完全に離れたのちにどのように継承されるかが今後の大きな課題となっている。
　続いてアメーバ経営の部門別採算計算制度についてであるが，これもすでに述べてきたよう
に社員にコスト意識，採算性を認識させるのに効果的な手法であり，JALの再生には大きな役
割を果たしてきた。ただJALにとってこれはまだ発展途上という段階でアメーバ経営の導入初
期だと考えられる。路線統括本部を中心に部門別採算計算制度が部門（アメーバ）の収入（収
益）と支出（費用）との対応がやっと実施され，プロフィットセンターとして機能し始めたと
ころであろう。ただ部門間のサービスのやり取りを売買と捉え，部門収支情報が部門に所属す
る社員にも少しずつ公表され，そのため各部門の所属する社員が「売上げ最大，経費最小」を
意識し，コストダウンのための自主的活動が始まっているのは画期的である。670の部門がす
でに設置されているようであるが，まだ京セラのアメーバのように小集団まで落とし込んでい
ないようであり，時間当たり付加価値を計算するところまで進んではいない。またアメーバ間
の人員の貸し借りなども記述されておらず，このあたりもまだ十分に成熟されたアメーバには
なっていないところが現段階での限界といえるだろう。
　またJALの部門別採算計算制度の部門収支の計算式が公表されていないので，経費が人件費
以外の経費となっているかどうか，つまり付加価値の計算がなされているかが判明できないた
め，同社の管理会計が付加価値管理会計になっているのかどうかはわからない。ただ同社が
2012年２月15日に発表した『2012～2016年度JALグループ中期経営計画』の中では「５　生産
性向上による費用最小化」が重要な課題として掲げられ，「5-1ユニットコストの削減」と「5-2
生産性向上」がその目標とされている。とりわけ「5-2生産性向上」においては，人的生産性
の向上をめざし，「グループ社員一人一人の生産性向上を図ります」と述べられている20）。
JALの経営理念やフィロソフィ，そして中期経営計画の目標からすれば，付加価値管理会計へ
の展開は論理的には妥当なものであり，今後の展開を期待するところである。
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